
（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

 

地方出先機関名 財務局 府省名 財務省 

事務・事業名 公認会計士試験業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 公認会計士試験は、毎年 1回、公認会計士・監査審査会が実施しているが、試験の実施に関する事務のう

ち、試験問題の作成・採点、合格決定等を除く事務が財務局長等に委任されている。 

具体的には、受験願書の受付、受験票の発送、試験会場の確保・準備、試験当日の立会等を行っている。 

(公認会計士法第 13 条、公認会計士法施行令第 36 条、公認会計士試験規則第 3条) 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 91,455 千円（職員人件費及びアルバイト賃金を含まない。会場借料を含む。） 

事務・事業に係る定員（20 年度） 26 名（公認会計士試験業務のみに従事している職員はいない。） 

業務量に関連する指標の実績値  平成 20 年試験 平成 19 年試験 平成 18 年試験 

願書提出者数 21,168 20,926 20,796 

短答式受験者数 16,217 14,608 16,210 

論文式受験者数 - 9,026 9,617 

合格者数 - 4,041 3,108  
外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

受験願書の受付並びに試験当日の立会等について、受験者に対する不利益処分等の権限行使につながる一部

の業務（下記の理由参照）については財務局職員が実施しているが、その他の部分については既に民間人材派

遣会社による派遣社員を可能な限り活用している。 

＜19 年度実績＞ 委託先 委託方法 契約実績 特定事業者に限る根拠 

受験願書の受付 人材派遣会社 一般競争入札等 5,293 千円 － 

試験の立会 人材派遣会社 一般競争入札等 26,558 千円 －  
市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

1. 可 

2. 否（下記の理由参照） 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

2. 入札実施予定時期 



3. 事業開始予定時期 

4. 契約期間 

市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

公認会計士は、会計・監査の専門家として、独立した立場で財務書類その他の財務に関する情報の信頼性

を確保し、会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の保護を図り、国民経済の健全な発展に寄与するこ

とを使命とし、経済社会にとって不可欠なインフラを提供しており、非常に高い公共性が求められる。 

公認会計士試験は、こうした公認会計士になろうとする者に必要な学識及びその応用能力を有するかどう

かを判定することを目的としており、全国一律に厳正かつ公正･公平な試験を確実に実施することが不可欠

である。 

こうした観点から、公認会計士試験の実施にあたっては、権限行使が必要となる。このため、一部の業務

については、引き続き、財務局が各試験場で直接関与する必要がある。例えば、不正受験者を試験実施中に

把握した場合、当該受験者の受験を停止させる等の不利益処分を行う可能性があるが、不正受験であるか否

かの判断には責任が伴うため、この様な権限行使を派遣社員に行わせることは不適切である。その他の業務

については、既に受験願書の受付、試験の立会において可能な限り民間人材派遣会社による派遣社員を活用

している。 

 

 



 

 

 

 

財務省財務局の概要 

 

 

 

 

 

 

 

財務省大臣官房地方課 



財務局の役割と使命 
 
○ 財務局は、財務省の総合的出先機関 
   
   財務省の業務のうち、財政及び国有財産関係業務など、税務

以外の全ての業務を行う財務省の総合出先機関 
 

－ 国の予算、財政投融資、国有財産などの財務省の業務を各地

域で実施 

 － 各地域の経済状況を総合的に把握し、財政、税制、為替政策、

金融危機管理などを担う財務省の政策形成に寄与、また、政策

の広報 

 － 金融庁長官の委任を受けて、地域金融機関の検査・監督など

金融庁の業務を第一線で実施 

 

 

○ 全国に１０ヵ所の財務（支）局、４０ヵ所の財務
事務所を設置し、４，７５３人（２０年度末定員）
の職員が業務に従事 
 
 
○ 市場監視体制の強化、貸金業者の業務の適正化、
金融商品取引法の円滑かつ的確な運用、庁舎・宿舎
の移転・再配置計画の着実な実施、地方向け財政融
資資金の融資審査の充実など、近時、財務局の重要
性は益々拡大 
 



財務（支）局・財務事務所等の配置状況

（平成２０年度末現在）

◎ 財　務　局　（９箇所）

○ 財 務 支 局 （１箇所）

○ 財務事務所（４０箇所）
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●那覇（沖縄総合事務局財務部）

●石垣（八重山財務出張所）

●
平良（宮古財務出張所）

沖縄総合事務局財務部

九 州 財 務 局 四 国 財 務 局 近 畿 財 務 局 東 海 財 務 局 関 東 財 務 局

（福岡財務支局） 中 国 財 務 局 北 陸 財 務 局

東 北 財 務 局

北海道財務局



財務（支）局・財務事務所・出張所一覧表

（平成２０年度末）

財務（支）局 財 務 事 務 所 出　張　所

人数 人数 人数 人数

北海道 318 札幌市 201 函館・旭川・釧路・帯広 (4) 83 小樽・北見 (2) 34

東 北 375 仙台市 235 青森・盛岡・秋田・山形・ 140

福島 (5)

関 東 1,520 さいたま市 896 水戸・宇都宮・前橋・千葉・ 552 筑波・立川・ 72

東京・横浜・新潟・甲府・ 横須賀 (3)

長野 (9)

北 陸 195 金沢市 145 富山・福井 (2) 50

東 海 434 名古屋市 310 岐阜・静岡・津 (3) 105 沼津 (1) 19

近 畿 673 大阪市 477 大津・京都・神戸・奈良・ 184 舞鶴 (1) 12

和歌山 (5)

中 国 433 広島市 272 鳥取・松江・岡山・山口 (4) 121 倉敷・呉・ 40

下関 (3)

四 国 216 高松市 148 徳島・松山・高知 (3) 68

九 州 296 熊本市 205 大分・宮崎・鹿児島 (3) 85 名瀬 (1) 6

福 岡 293 福岡市 211 佐賀・長崎 (2) 52 小倉・佐世保 30

(2)

計 4,753 (10) 3,100 (40) 1,440 (13) 213
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財務（支）局及び財務事務所の組織と主要事務

総 務 部 人事・会計・厚生・広報・情報公開・個人情報保護等

地域経済動向調査

予算執行調査、災害復旧事業費の査定立会、繰越承認、

共済組合の監査等

理 財 部 有価証券報告書等の受理・審査

公認会計士試験の実施

財
務
（

支
）

局

地方銀行、信用金庫、信用組合等の検査・監督

財政融資資金の貸付等

国有財産全体の総合調整（合同庁舎の整備等）

管 財 部 普通財産の管理・処分

国家公務員宿舎の設置・管理

金融商品取引所監理官 金融商品取引所の業務等の監督

証 券 取 引 等 監 視 官 金融商品取引業者等の検査、有価証券報告書の提出者

等の検査、課徴金調査、犯則調査

総 務 課 人事・会計・厚生・広報・情報公開・個人情報保護等

財
務
事
務
所

財 務 課 財政融資資金の貸付等

地域経済動向調査

理 財 課 信用金庫、信用組合等の監督

国有財産全体の総合調整

管 財 課 普通財産の管理・処分

統括国有財産管理官 国家公務員宿舎の設置・管理

（注） 部分は金融庁から委任を受け、金融庁長官の指揮命令の下で行う事務を示す。



このほか、通年業務として、審査会は、受験者データの管理、試験科目の免除認定
等を、財務局等は、受験者等からの照会への対応、会場選定等を行っている。

受験願書の受付、試験の立会等について派遣社員を活用。

試験事務の概要は、短答式試験と論文式試験で共通。（注３）

（注１）

（注２）

公認会計士・監査審査会

＜スケジュール＞
(20年試験の例)

19年12月12､13日

(願書受付期間)
20年2月18日
～2月29日

(短答式試験日)
20年5月25日

(論文式試験日)
20年8月22-24日

(短答式)
20年6月27日
(論文式)

20年11月18日

＜財務局等＞＜公認会計士・監査審査会＞

答案の採点、データの
登録、合否決定

試験会場の配席、
派遣契約等の事前準

備

受験願書の受付､
不備の補正等

受験願書の搬送､
受験票の作成・送付

各試験場への指示等

公認会計士試験事務の概要

合　　格　　発　　表

試験の立会

出欠表・答案搬送

出願データの登録

試験委員発令・試験施行等官報公告

受験願書・問題作成
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